
公立大学法人京都市立芸術大学ティーチング・アシスタント就業規則 

（令和３年１２月２１日理事長決定） 

 

（目的） 

第１条 この規則は，労働基準法（以下「労基法」という。）第８９条及び公立大学法人京

都市立芸術大学職員就業規則（以下「職員就業規則」という。）第３条第２項の規定に

より，公立大学法人京都市立芸術大学（以下「法人」という。）に勤務するティーチン

グ・アシスタント（以下「ＴＡ」という。）の労働条件その他就業に関し必要な事項を

定めるものとする。 

 

（法令との関係） 

第２条 ＴＡの就業に関し，労働協約，労働契約及びこの規則に定めのない事項について

は，労基法その他関係法令及び法人の諸規程に定めるところによる。 

 

（規則の遵守） 

第３条 法人及びＴＡは，この規則を遵守し，誠実にその義務を履行しなければならない。 

 

（勤務条件の明示） 

第４条 法人は，ＴＡの雇用に際しては，報酬，勤務時間，その他の勤務条件を書面によ

り明示する。 

 

（雇用期間） 

第５条 ＴＡの雇用期間は，当該会計年度を超えない範囲内とする。ただし，次の各号に

掲げる要件を備え，引き続く雇用期間が５年を超えない場合に限り，更新することがで

きる。 

 ⑴ 現に在籍する学生の場合は，本人の学業成績が優秀であること 

 ⑵ 雇用期間内の勤務実績が良好であること 

 ⑶ 別に定める基準を満たすこと 

 

（勤務時間等） 



第６条 ＴＡの勤務時間，休日及び休暇等は，個人ごとに定める。ただし，セメスター平

均で週１０時間以内かつ法人との他の雇用契約と合わせて週２０時間以内で，ＴＡの修

学・研究活動等に支障を生じない範囲とする。 

 

（雇用期間の終了） 

第７条 次の各号のいずれかに該当する場合には，当該各号に定める日をもって，ＴＡと

しての雇用は終了したものとする。ただし，第３号において，休学の理由等から勘案し

ＴＡに従事することに支障がないと認められるときはこの限りでない。 

 ⑴ 雇用期間が満了したとき 満了日 

 ⑵ ＴＡが死亡したとき 死亡日 

 ⑶ ＴＡが京都市立芸術大学大学院に休学を申し出たとき 休学開始日の前日 

 ⑷ ＴＡが留学を申し出たとき 留学開始日の前日 

 ⑸ 外国人であるＴＡの出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）に基

づく資格外活動許可期間が満了したとき 資格外活動許可満了日 

 ⑹ やむを得ない事由により法人又はＴＡが雇用の中断を申し出たとき 法人が終了日

と認めた日 

 

（報酬） 

第８条 ＴＡの報酬は，次のとおりとする。 

 ⑴ 修士課程の学生及び学部卒業生        １時間当たり１，１００円 

 ⑵ 博士（後期）課程の学生及び修士課程の修了生 １時間当たり１，２００円 

 ⑶ 博士（後期）課程の修了生          １時間当たり１，４００円 

２ 前項の報酬は，法人の財務状況等を勘案し，これを改定することがある。 

３ 給与は時間給のみとし，他の給与は支給しないものとする。ただし，現に在籍する学

生以外の者には，通勤費用を支給する。 

４ 前項ただし書に規定する通勤費用の額は，公立大学法人京都市立芸術大学非常勤講師

就業規則（以下「非常勤講師就業規則」という。）第１７条第１項に規定する非常勤講

師の通勤費用の例による。 

 

（非常勤講師就業規則の準用） 



第９条 非常勤講師就業規則のうち，第９条（解雇），第１０条（解雇制限），第１１条（解

雇予告），第１２条（退職後の責務），第１３条（退職証明書），第１８条（報酬の支給

方法），第１９条（報酬及び費用弁償の支給期日），第２１条（報酬の減額特例），第２

２条（１月平均の勤務時間数），第２３条（端数計算），第２４条（誠実義務），第２５

条（服務心得），第２６条（遵守事項），第２７条（倫理の保持），第２８条（ハラスメ

ントの防止等），第２９条（入構禁止又は学外退去），第３０条（出退勤），第３１条の

２（育児又は介護に関する休暇等），第３３条（損害賠償），第３４条（安全及び衛生），

第３５条（健康診断），第３６条（出張），第３７条（旅費等），第３８条（社会保障等），

第３９条（福利厚生事業），第４０条（物品の貸与），第４１条（災害補償）及び第４２

条（不服申立て）の規定は，ＴＡに準用する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この規程は，決定の日から施行する。ただし，この規程に基づくＴＡの雇用の始期は，

令和４年４月１日以降とする。 

（経過措置） 

２ 令和３年度において法人の職員であった者を，令和４年度においても同一の業務内容

でＴＡとして雇用する場合であって，その雇用が継続している間の報酬については，第

８条１項及び第３項の規定に関わらず，なお従前の報酬を保証するものとする。 

 


